"Hōken" no gainen no hanyōka ni kansuru shitei kousatsu by 馮  天瑜
「封建」の概念の汎用化に関する史的考察


















































































1  『学術月刊』2005年第 3期に掲載。


























































































































































































10  『日本思想大系』巻 36（岩波書店、1973年）による。
11  坂本多加雄『明治国家の建設』（中央公論社、1998年）、79頁による。
12  伊藤博文「建白書」、『岩倉具視関係文書』17-7-28、北泉社。






これに基づき、300の藩国は 3府 302県となり、4カ月後に 3府 72県に整理されて、これ
によって日本は、封建的国家から速やかに一変して近代的な郡県国家となった。明治 4年
9月 27日（1871年 10月 14日）、横浜で刊行された英文雑誌は英訳「新封建論」を掲載し、



























　一つ注目すべきこととして、オールコックは、中国に 24年間（1843～ 59、1865～ 71）
居留し、中国社会を熟知していたが、清代の中国と中世ヨーロッパを同じとは考えていな
い。これに対して、彼の日本観察の結論は、日本の幕藩制は中世ヨーロッパの封建制に「酷
14  松尾正人『廃藩置県研究』（吉川弘文館、2001年）、252～ 254頁参照。





　1863年、オールコックは、自分の 3年間の在日体験を基として、The Capital of the 
































































































































































































30  『百学連環』『西周全集』第 4巻、213～ 214頁。







明治 9年 9月版権免許、明治 10年 6月奎章閣出版）第四巻「封建政体」の冒頭で、「茲ニ
称スル封建政ハ原語ニ之ヲ『フューダル、システム』ト云ヒ（後略）」と述べ、「封建政」




















































































































































40  この文章は同年 9月、日本の雑誌『太陽』第 5巻第 20号にも掲載されている。




























































は慎重な態度を取っている。1897～ 1900年にかけて、厳氏は英国経済学者の Adam Smith
の The Wealth of Nations（1776、厳氏の訳名は『原富』）を翻訳し、feudalismを「拂特之制」






















































































～ 1942）の言論に初めて見られる。彼が 1915年 9月 15日に発表した「敬告青年」50とい
う文章は、新文化運動の原点といわれている。この文章は、青年に「自主的、進歩的、進














































































































56  『青年雑誌』第 1巻第 4号。


































58  『新青年』第 1巻第 2号、1915年 10月 15日。
59  『新青年』第 2巻第 6号、1917年 2月 1日。














































































































若が 1929年 9月 21日に著した『中国古代社会研究』の自序は、歴史的共通性論の宣言書
と言える。
65  同上。
66  同上、78頁。 























































































































78   李季『中国社会史論争批判』四では、各種の中国経済時代の区分法を紹介かつ批判している。『国








































































80  『マルクス　エンゲルス全集』第 2巻、人民出版社、1965年版、223頁。

























































































































89  同上、1～ 2頁。

















































































































































































































































































































128  前掲、『中国経済史講稿』第三編、第 1張。







































































































































































































































146  前掲、『文明論之概略』第一冊、巻之一、38～ 39頁。
147  譚嗣同『仁学』巻二。
148  毛沢東の語。
149  『漢書・百官公卿表』。
117
「封建」の概念の汎用化に関する史的考察
挙制の世卿・世禄制に取って代わったのも、官僚政治が貴族政治に取って代わったのも、
地主－自作農経済を根本とするからである。秦以降二千余年にわたり中国社会が非封建性
を保っていたのは、土地私有の地主制によるのである。この制度が専制帝制のための物質
的基礎を提供したのである。
　専制帝制は、秦漢より絶えず受け継がれ、王朝交代があっても、その真髄は依然として
そのままであった。帝王は「以制命為職」（朱熹の語）し、帝王の意志を反映した「詔令」
はタテ的な官僚システムを通して、四方に伝えられ公布され、郡県制と流官制によって広
大な土地と人民に対する中央からの制御を具体化したのである。朝廷はまた科挙を通して
士を採り、庶民と直接の関係を結び、専制政治の社会的基盤を拡充したのである。そして、
流動性をもって宮廷に臣服した士大夫階級は、高度に分散化された農業社会を統合した勢
力である。
　「宗法制」「土地私有制」「専制帝政」という三者は、無関係に並列するものではなく、
相互補完の関係にあり、共存しつつ渾然一体となっている。
　男が耕し女が織ること、土地私有、都市と農村の一元化などを内実とする自然経済は、
宗法制と専制帝制の経済的基盤であり、また宗法制と専制帝制の「見返り」と保護を受け
ていたのである。
　集権的かつ流動的官僚政治と自在自律の宗族組織は二重構造を形成し、幅広く強靭性に
富んだ社会的ネットワークとなっており、地主－自作農制と互いに連繋していたのであ
る。
　並立しつつ互いに働きかけていた官学私学システム、学問仕官一体化の文教－選官体制、
儒釈道という三教共存共栄の信仰構造は、すべてその経済構造と社会的ネットワークの中
で成長しつつ、さらに人材を育成し、観念的共有を提供していたのである。
　上述した諸側面は融合し、自給自足的な有機体となって、強大な持続力を有している。
近代となり、工業文明が世界を一新させて以来、その体制は次第に崩壊してしまった。し
かし、その精神は依然として存続し、計り知れない影響力を持っているのである。
　要するに、秦漢以降の中国において、二千余年にわたって存続していたのは、早くから
すでに支流となった「封建制度」ではなく、宗法制、土地私有制、専制帝制から成った社
会形態である。それゆえ、秦漢から明清に至る中国を「封建社会」と呼ぶのは、明らかに
名実相伴わず、「宗法地主専制社会」と呼ぶならば、その二千余年にわたっての社会組織、
経済構造、政治体制という諸側面の基本的特徴を明示することができる。もちろん、この
三つの要素に一つの総称を加えれば、いっそう完璧な解答と言える。「奴隷社会」、（非汎
用化の）「封建社会」、「資本主義社会」などの歴史段階の名称が、それぞれの時代におけ
る社会経済構造の最も中核的な要素によるものであることを参考にして、秦漢から明清に
至る中国を「地主社会」と呼ぶならば、ほぼ実態に即することができる。このことについ
て、筆者には自分が必ず正しいと思うほどの確信はないが、優れた人々の教えを請い、さ
らに今後の努力に希望を託したいと考えている。
